
 経済日誌２０１０年４月  

注）１ＤＨ（ディルハム）＝約 11.5 円 

 

Ｉ．モロッコ国内経済 

１． 指標等 

 

①モロッコ中央銀行の２０１０年経済成長予測値1

第１四半期金融政策報告書（Rapport sur la politique monétaire）によると、２０１０年の経済成長

率は３～４％に落ち着く見込み（当館注：２００９年確定値は５．３％）。 

 

②モロッコ銀行全体の２００９年業績2

 モロッコ中央銀行総裁は２００９年のモロッコ銀行全体の業績は好調であった旨発表。全体の利

益が９３億ＤＨと前年比６％の増加。融資残高が前年比９％増。また、不良債権比率は５％程度と

なった。

 

２． 建設・公共事業・インフラ等 

 

①ベルシッド-ベニメラル間高速道路建設工事開始3

 １２日、モロッコ中部ベルシッド（Berrechid）-ベニメラル（Béni Mellal）間の高速道路建設工事が開

始された。全長１７２キロメートルで投資額は６０．５億ＤＨ。建設費にはアラブ経済社会開発基金

（ＦＡＤＥＳ）、欧州投資銀行（ＢＥＩ）、中国政府が出資。高速道路建設によって Tadla-Azilal 地域の

農業、農産加工業、観光業の活性化が見込まれている。 

 他では、マラケシューアガディール間が２０１０年６月、フェズーウジダ間が２０１１年６月開通予定。

２０１１年６月までに高速道路全長１４１７キロメートル、２０１５年までに１８００キロメートルを目指す。 

 

②タンジェ地中海港の２００９年と２０１０年第１四半期の業績4

 ２００９年の貨物取り扱いコンテナ数（ＴＥＵ）は１２０万で稼働開始年の２００８年より３５％増加。２

０１０年の第１四半期は４０７，８４４ＴＥＵと前年同期比で５０％増加（２０１３年の年間取り扱い規模は

３００万ＴＥＵの見込み）。そのうち９７％がトランジット分。モロッコからの輸出品およびモロッコへの

輸入品を載せた貨物は１１，３２６ＴＥＵであったが、前年同期比で２２％増加している。 

                                                 
1 ル・マタン（４月１日）、モロッコ中央銀行www.bkam.ma, （Rapport sur la politique monétaire） 
2 エコノマップ（４月１日） 
3 エコノマップ（４月１３日） 
4 エコノマップ（４月１５日）、エコノミスト（４月１６日） 
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 また、タンジェ地中海港特別庁（ＴＭＳＡ）の２０１０年第１四半期の売上高は１億２８０万ＤＨと前年

同期比で３７％増加したと発表。 

 

③タンジェ港からタンジェ地中海港へ海運業務の移管5

 ２２日、ゲラブ設備・運輸大臣は、５月よりタンジェ港からタンジェ地中海港へと海運業務を徐々に

移管していくと発表。５月１７日からは対岸アルジェジラスからのフェリーの運航もタンジェ港ではな

くタンジェ地中海港に移管する予定。Sète, バルセロナ、Gênes からの便は１０月頃を目処に移管、

物流全体も１０月を目処に完全移管。 

 

④大規模地中海リゾート建設計画6

 モロッコ政府はナドール（Nador）で「MarchicaMed 計画」という観光リゾート建設に着手する。総面

積は４０００ヘクタールで開発は同じ名前の公的機関「MarchicaMed」に委託。資本金は５億ＤＨで、

うち政府とハッサン２世基金が半々で出資。同計画は７カ所の開発地にベッド数１０１，２００床、高

級住宅１０００戸、ヨットハーバー６カ所などを含む大規模建設計画。直接・間接雇用数は８万人（う

ち建設期間におけるものが１５０００人）。地中海側には Mediterrane Saida がオープンしたが、同計

画によって地中海のリゾート産業を強化する。 

 

⑤セメント生産主要企業の２００９年業績7

 シェア第１位の Lafarge Ciments Maroc 社は２００９年の売上高は前年比１０．７％増の５４億４１０

０万ＤＨで、利益については１８億６１００万ＤＨと前年比で１０．４％増加。マーケットシェアは４１％

と、前年の４０．６％からやや拡大したと発表。シェア第２位 Ciments du Maroc 社の２００９年の売上

高は前年比４．４％増の２８．０４億ＤＨと発表。利益については１１．７５億ＤＨと前年比で３４．６％

増加。セメント生産は、２０１０年も社会住宅建設で好調が見込まれる。 

 

⑥ロジスティックセクター強化のための官民共同プログラム8

 ２０日、モロッコ政府とモロッコ企業連合（ＣＧＥＭ）は、ロジスティックセクター強化のためのプログ

ラム契約に署名。２０３０年までの予算総額は１１６０億ＤＨ、うち６３０億ＤＨが２０１０年から２０１５年

のために充当。２０１５年までに３万６０００人、２０３０年までには９万６０００人の雇用を創出する予定。 

ストックゾーンは１８都市にわたり７０ヵ所予定されており総面積は３３００ヘクタール、うち２０８０ヘク

タールは２０１５年までに整備される予定。 

 本プログラムにより、以下５種のロジスティックプラットフォームが整備される。（１）大都市における

コンテナ集積場（カサブランカ、タンジェ、マラケシュ、フェズ－メクネス、ウジュダ－ナドール）、（２）

コンテナ集積場近郊に位置する配送、下請け業者等の基地（１３都市）、（３）農産物をストックし商

                                                 
5 アラブ・マグレブ通信（４月２３日） 
6 エコノミスト（４月１９日） 
7 オジョドゥイ・ル・マロック、エコノマップ（４月１４日）、エコノマップ（４月２０日） 
8 エコノミスト（４月２２日） 
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品として出荷するプラットフォーム（１４地方）、（４）穀類倉庫（１３都市）、（５）建築材料のストック倉

庫（１７都市）。 

 また、ロジスティック開発庁（ＡＭＤＬ：l’Agence Marocaine de développement de la logisticque）も

創設される予定。 

  

３． 農業・漁業 

 

①２０１０年の水害規模9

 ６日、アフヌッシュ農業・漁業大臣は今年の豪雨での被害面積は１６万８０００ヘクタールで、その

うちの１３万５０００ヘクタールがモロッコ北部の Gharb 地方におけるものであったと発表。被害内訳

は穀物（８８，７００ha）、砂糖大根（６，３５０ha）、豆類（１，９６０ha）、飼料用草（１８，６００ha）、野菜（４，

１００ha）、果樹（６，２００ha）、非耕作面積（４２．９０ha）。家畜１３７１頭と１０万８５００羽の鶏が死亡。

ミツバチの巣箱４０２５個が損害を受けた。 

 

②水害緊急対策10

 水害緊急対策のため１６．７億ＤＨを充当することが決定した。道路、橋、家屋などの補修工事、

農業関連では灌漑施設の補修工事、家畜用予防接種、代替作物への転換、また予防策として、テ

ント、毛布などのストック、気象警報システムの改善などに充当される。ダムの建設などは別予算。 

 

③２００９～２０１０年収穫予測11

 アフヌッシュ農業・漁業大臣は、収穫予測値について耕地面積の７５％は良好、２２％が標準、

３％が標準以下と発表。また同大臣は、第三回農業国家会合において２０１０年の穀物収穫高は８

００万トンでダム貯水率は９３％になる見込みと発表。 

 

④特定地域における貝の採取・売買を禁止12

 テトゥアンの Fnideq で養殖されているムール貝から有害物質が検出されたのに伴い、同地域で

養殖されたムール貝の売買を禁止。 

  

⑤タコ禁漁13

 タコ資源保全のため４月２０日から最低２ヶ月の禁漁。 

  

 

                                                 
9 エコノマップ（４月８日） 
10 エコノマップ（４月９日） 
11 エコノマップ（４月８日）、オピニオン（４月２８日） 
12 エコノマップ（４月２日） 
13 オピニオン（４月２１日） 
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４． 産業・エネルギー 

 

①第一回国家産業会合の開催14

 ７日、カサブランにおいて第一回国家産業会合が開催され、産業振興のためのプログラム２００９

～２０１５年(PNEI :Pacte National pour l’Emergence Industrielle）の再確認などが行われた。 

 モロッコが世界の中で比較優位性を有する分野（通称 MMM: Métiers Mondiaux du Maroc）であ

る、外国投資誘致分野の（１）オフショアリング、（２）自動車部品、（３）航空部品、（４）電子部品と、

国内伝統産業の（１）農産加工品、（２）繊維、（３）皮革製品分野を強化することを再確認した。 

 

②輸出コンソーシアム設立に向けたホームページの開設15

 中小企業輸出促進のための輸出コンソーシアムの設立に向けて、モロッコ輸出業者協会

（ASMEX）がホームページを開設した。国際見本市の情報、コンソーシアムへの参画方法などが閲

覧できるようになっている。ホームページはwww.morococonsortium.com

 

③太陽エネルギー分野の専門教育課程16

 今年の新学期(２０１０年秋)から、職業訓練・雇用促進庁（OFPPT）により新設される予定。それに

備え教官をドイツへ派遣して専門知識の深化を図る予定。 

 

④アラブ諸国間オープンスカイ協定にモロッコ加入17

 ２０日、衆議院は 2004 年 12 月にダマスで締結されたアラブ諸国間のオープンスカイ協定へのモ

ロッコ加入を可決した。 

 

５． その他 

 

①ラバトが地球の日（アースデー）イベントを開催18

 毎年４月２２日は地球の日で今年で４０周年を迎えるが、Earth Day Network は４０周年記念イベ

ント開催都市としてラバト、東京、コルカッタ、ブエノスアイレス、ワシントンＤＣ，ニューヨークを選定。

ラバトは１７日から２４日まで関連イベントを開催し、市民参加の環境保全キャンペーンを行った。 

 

②夏時間導入期間決定19

５月２日から８月７日までの９８日間（５月１日０時に１時間進め、日本との時差は－８時間となる）。

主要交易国との時差短縮と、需要電力の節約も狙う。２００９年は８０ＭＷの節約に繋がった。 

                                                 
14 エコノマップ（４月７日）、エコノミスト（４月８日） 
15 エコノマップ（４月１９日） 
16 エコノミスト（４月 7 日） 
17 エコノマップ（４月２２日） 
18 www.earthday.org, アラブ・マグレブ通信（４月２２日）、イベントプログラム 
19 エコノミスト（４月１３日）、モロッコ公共部門近代化省発表。 
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ＩＩ．諸外国等との関係 

１． 外国政府との関係 

 

①モロッコーフランス エネルギー分野の協力協定に署名20

 ２２日、ベンハドラ エネルギー・鉱山・水利・環境大臣らは、モロッコ訪問中のフランスのボルロー 

エコロジー・エネルギー・持続可能開発・海洋大臣らとの間で、再生可能エネルギー分野における

以下三つの合意に署名。 

（１）タンジェ地方のＣｈ’rafat を省エネルギーのモデル都市として建設する計画に対し、そ の 研 究

費等のため５２万１１５８ユーロを、省エネルギー建築のため９０万ユーロを無償援助 

（２）再生可能エネルギー、省エネルギー、クリーンテクノロジーの各分野における協力関係強化 

（３）地方総合電化計画（PERG）最終期（第５期）（メクネス、イフラン、アル・ジャジーダ、エルラシデ

ィア等 8 地方が対象）に対し、３０００万ユーロの借款 

 

②第１回５＋５気候変動対策会議への参加（於：アルジェリア・オラン）21

 通称５＋５の１０カ国からエネルギー大臣らが一同に会し、第１回気候変動対策会議が開催

された。気候変動における地中海周辺への影響が懸念され、周辺諸国による調和の取れた取

り組みが必要だとし、「オラン宣言」が採択された。モロッコからはベンハドラ エネルギー・鉱

山・水利・環境大臣が参加。会合マージンでは、各国閣僚と会談し、再生可能エネルギー等

に関して話し合った。１０カ国とは地中海北部５カ国（仏、スペイン、伊、マルタ、ポルトガル）と

南部５カ国（アルジェリア、リビア、モロッコ、チュニジア、モーリタニア）。 

 

③核セキュリティサミットへの参加（於：アメリカ・ワシントン）22

 エル・ファシ首相、ファシ・フィフリ外務・協力大臣、ベンハドラ エネルギー・鉱山・水利・環境大

臣らからなる代表団が参加。エル・ファシ首相は、会合マージンにおいて、インドのマンモハン・シ

ン首相、ベトナムのグエン・タン・ズン首相らと会談した。 

 

④アフヌッシュ農業・漁業大臣の日本訪問23

 同大臣は赤松農林水産大臣、山東参議院副議長、吉良外務大臣政務官、町田水産庁長官をは

じめ各界の要人と会見し、日モ間の農業漁業分野での協力関係を確認。また、同大臣から、モロッ

コにおける農業近代化計画「Plan Maroc Vert」等の取り組みを紹介。 

 

⑤エストニア共和国首相の公式訪問24

                                                 
20 エコノマップ（４月２６日） 
21 マグレブ・アラブ通信（４月２６日） 
22 マグレブ・アラブ通信（４月１２日）、エコノミスト（４月１４日） 
23 エコノマップ（４月２日） 
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 ２７日、エル・ファシ首相はエストニア共和国のアンシプ首相と会談。両国間の経済関係を中心に

意見交換。また、同首相をヘッドとする代表団は、ベンハドラ エネルギー・鉱山・水利・環境大臣、 

シャミ商工業・新技術大臣、マアズーズ貿易大臣らとも会談を行った。 

 

２． 外国企業との関係 

 

①ベンハドラ エネルギー・鉱山・水利・環境大臣が韓国企業関係者と面談25

 ワルザザート等における太陽エネルギー発電計画について、韓国側は発電所設計・企画、人材

育成、技術研究、モロッコの産業化等のために韓国も協力したいと表明。ベンハドラ大臣は韓国企

業関係者にモロッコ電力公社（ＯＮＥ），モロッコ太陽エネルギー庁(MASEN)，再生可能エネルギ

ー開発・エネルギー効率化庁について知ってもらう良い機会になったと言及。 

 

②マラケッシュに大規模ショッピングモールがオープン26

２日、シャミ商工業・新技術大臣、マラケッシュ地方知事が出席し、仏系大手スーパーCarrefour

や米系 Virgin Megastore などを含むマラケッシュ最大級ショッピングモール Almazar がオープン

した。モロッコ企業２社とフランス企業１社のジョイントベンチャーにより実現。５階建て（うち３階は販

売店、２階は駐車場）で、１２００台の駐車スペースを有す。売り場面積は４万㎡。投資総額は５億

DH、１０００人の直接雇用と２５００人の間接雇用を創出。 

 

③ラバトのソフィテルホテル正式オープン27

 １４日、仏系 Accor グループのソフィテルホテル（Sofitel Rabat Jardins des Roses）がラバトに正式

オープンした（前ヒルトンホテル）。部屋数２２９を有す五つ星高級ホテル。同グループはこれまで、

モロッコにおいて２５の高級ホテルを建設した。 

 

④仏系Alstom社とモロッコ系Nareva Holding社による風力発電所28

 Alstom 社とＯＮＡ子会社 Nareva Holding 社が Akhfenir において風力発電所を建設することで

合意した。Alstom 社の製品である「Alstom ECO74」が６１基が設置される予定で、発電キャパシテ

ィーは１００ＭＷ。稼働時期は２０１１年で、電力は民間企業向け。 

 

 

 

⑤プラネットファイナンスの再生可能エネルギー普及計画29

                                                                                                                                               
24 エコノマップ（４月２８日） 
25 エコノマップ、ル・マタン（４月１９日） 
26 エコノマップ（４月５日）、エコノミスト（４月６日） 
27 エコノマップ（４月１５日） 
28 エコノミスト（４月１６日） 
29 エコノマップ（４月１９日） 
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    貧困・低取得者向け小規模金融を推進する団体プラネットファイナンスが、モロッコとエジプトに

おける省エネルギー、再生可能エネルギー普及のための３年計画（FREEME）を開始。予算総額

は１３５万ユーロで、うち７５％はＥＵが出資。 

 

⑥再生可能エネルギー分野についてのモロッコ－ドイツ経済関係者協議30

 ラバト商工会議所の主催で、モロッコ－ドイツ経済関係者の協議が開催され、特に再生可能エネ

ルギー分野における投資促進について検討。この分野における、ドイツ投資家によるモロッコへの

投資対象候補について評価検討。 

 

⑦Inter Coucina社の工場建設31

 モロッコ・スペイン合弁会社 Inter Coucina 社が、ナドールに敷地面積 7000ｍ²の厨房設備製造

工場を建設予定。同社は 3 年後には家具、扉の製造も目指す。投資総額 4 億 1 千万ＤＨ。 

 

３． 経済協力 

 

①国立漁業研究所（ＩＮＲＨ）の開所式（於：カサブランカ）32

 ４日、モハメド６世国王らが臨席のもと、開所式が行われた。本研究所は、水産資源、養殖、品質

管理、海洋衛生等の研究を目的としており、敷地面積 8000ｍ2、建築面積 2250ｍ2。今回の移転新

築は同研究所（200 万DH）とJICA(700 万DH)の協力によって実現された。 

 

②フランス開発庁（AFD）による借款等33

 ウジダ電気水道公社へ上水道整備計画のため 1000 万ユーロの借款。また、モロッコ漁業公社

(ONP : Office National de Pêche)へ 2700 万ユーロの借款と 100 万ユーロの無償援助。 

 

③スペインによる借款34

 モロッコ鉄道公社（ＯＮＣＦ：Office National des Chemins de Fer）の運行システムＩＴ化のため４２０

万ユーロの借款。 

 

                                                 
30 エコノマップ（４月１４日） 
31 エコノミスト（４月２２日） 
32 エコノマップ（４月１２日） 
33 エコノマップ（４月１９日） 
34 エコノマップ（４月２６日） 
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